別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 市町村消費者行政支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内2389）

　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：119千円（前年度予算額：119千円）

	事業内容


	１　事業の内容


住民にとって身近な行政主体である市町村で、適切な消費生活相談が受けられるよう窓口機能の強化を進めるために以下を実施する。

(1)市町村相談窓口への職員派遣

   市町村からの要請に基づき、県の消費生活相談員が市町村を訪れ、高度な内容の相
談に対して市町村職員に対しアドバイスを行う。

(2)電話による相談処理アドバイス

　　市町村消費生活相談窓口の担当者と県民生活相談センターとのホットライン（専用電話）を設置し、市町村への助言を行う。
(3)市町村消費者行政担当者実務研修会の開催 
　　市町村の消費生活担当者を対象に、国や県の施策の説明を受けたり、関係する諸法律について学ぶ機会を設置する。　
	２　所要経費


(1)市町村消費生活相談窓口への職員派遣　　　71千円
　(2)電話による相談処理アドバイス　　　　　　48千円
  (3)市町村消費者行政担当者実務研修会の開催 　0千円（ゼロ予算）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる

　　・市町村の相談窓口体制を充実させる
	２　これまでの取組状況


　・依頼があった市町村相談窓口に県消費生活相談員を派遣し、助言など相談業務のサポートを実施（H21実績：土岐市、御嵩町）

　・県内市町村の行政職員を対象に消費者行政に関する実務研修や相談窓口の開設、運営に役立つ研修を実施（年２回実施）

	３　これまでの取組に対する評価


　平成２１年度消費者安全法が施行されたことに伴い、市町村の消費生活相談事務が明示されたことにより、市町村が相談者の一義的な相談窓口となることから、今後は窓口開設に繋がる支援を実施していく。

	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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【消費者行政活性化基金充当事業】
